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市町村負担金条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和７年４月１６日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合条例第８号 

市町村負担金条例の一部を改正する条例 

 
市町村負担金条例（昭和 50年組合条例第 16号）の一部を次のように改正する。 

 別表第 2を次のように改める。 

 

別表第 2 

職員１人当たりの負担金額一覧表 

医師，歯科医師又は薬 

剤師としての経験年数 

学校医・学校歯科医 学校薬剤師 

補償基礎額 

1 人当たり 

の負担金額 

（年額） 

補償基礎額 

1 人当たり 

の負担金額 

（年額） 

 5年未満 
円 

7,285 

円 

531 

円 

6,110 

円 

446 

 5年以上 10 年未満 8,850 646 7,045 514 

10年以上 15 年未満 10,768 786 7,505 547 

15年以上 20 年未満 11,963 873 8,623 629 

20年以上 25 年未満 12,625 921 9,270 676 

25年以上 13,098 956 9,620 702 

 

（注）1人当たりの負担金額＝補償基礎額×     ×365 

            

附 則 

 この条例は，公布の日から施行し，令和７年４月１日から適用する。 

 

0.2 

1,000 
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職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第６号 

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

職員の給与に関する規則（昭和 50年組合規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第８条を次のように改める。 

第８条 新たに条例第 10 条第１項の職員たる要件を具備するに至った職員は，扶養親族届（様

式第１号）により，その旨を速やかに行うものとする。扶養手当を受けている職員の届出に係

る扶養親族の恒常的な所得の年間の見込額その他の扶養の事実等に変更があった場合について

も，同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，組合長において扶養の事実等を認定することができる場合として

組合長が定める場合には，同項の規定による届出を要しない。 

 第９条第１項中「前条」の次に「第１項」を加える。 

 第 12 条の次に次の１条を加える。 

第 12 条の２ 扶養手当の支給は，職員が新たに条例第 10条第１項の職員たる要件を具備するに

至った日の属する月の翌日（その日が月の初日であるときは，その日の属する月）から開始

し，職員が同項に規定する要件を欠くに至った日（組合長が定める場合にあっては，当該要件

を欠くに至った日以降の日で組合長が定める日）の属する月（その日が月の初日であるとき

は，その日の属する月の前月）をもって終わる。ただし，扶養手当の支給の開始については，

第８条の規定による届出が，これに係る事実の生じた日から 15 日を経過した後にされたとき

は，その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは，その日の属す

る月）から行うものとする。 

２ 扶養手当を受けている職員にその月額を変更すべき事実が生じたときは，その事実の生じた

日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは，その日の属する月）からその支給額を

改定する。前項ただし書の規定は，扶養手当の月額を増額して改定する場合について準用す

る。 

 第 13 条中「組合規則」を「規則」に，「条例第 10条に規定する扶養親族で条例第 11条第１

項の規定による届出がされている者に限る」を「職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下この条において同じ。）又は条例第 10 条第２項各号に

掲げる者で，他に生計の途がなく主として当該職員の扶養を受けているものをいう」に改め，
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「(婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この条にお

いて同じ。)」を削る。 

 第 17 条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定にかかわらず，組合長において居住の実情を認定することができる場合として

組合長が定める場合には，同項の規定による届出を要しない。 

 第 18 条第１項中「しなければならない。」の次に「前条第３項に規定する場合においても，

同様とする。」を加える。 

 第 20 条第１項中「欠くに至った日」の次に「（組合長が定める場合にあっては，当該要件を

欠くに至った日以降の日で組合長が定める日）」を加える。 

 第 26 条中「新幹線鉄道等」を「条例第 13 条第３項に規定する新幹線鉄道等（以下「新幹線鉄

道等」という。）」に改める。 

 第 28 条第１項中「（次項」の次に「及び第 30条第１項第２号」を加える。 

 第 30 条第１項第１号中「(同項第 1 号に規定する１箇月当たりの運賃等相当額(以下「1 箇月

当たりの運賃等相当額」という。)及び同項第２号に定める額の合計額が 55,000円を超えるとき

は，その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき，55,000 円に当

該支給単位期間の月数を乗じて得た額)」を削り，同項第２号中「１箇月当たりの運賃相当額

（２以上の普通交通機関等を利用するものとして通勤手当を支給される場合にあっては，その合

計額。以下「1箇月当たりの運賃等相当額」という。）」を「運賃等相当額をその支給単位期間

の月数で除して得た額（以下「1箇月当たりの運賃等相当額」という。）（普通交通機関等が２

以上ある場合においては，その合計額。以下「1箇月当たりの運賃等相当額等」という。）」に

改める。 

 第 31 条の２第２項中第１号を削り，第２号を第１号とし，同項第３号中「前各号」を「前

号」に改め，同号を同項第２号とする。 

 第 31 条の３第１項及び第２項中「新幹線鉄道等に」を「新幹線鉄道等の利用に係る特別料金

等に」に改め，同条第３項中「特別料金等の額の２分の１に相当する額」を「特別料金等相当額

（第 31 条の４第３項において「特別料金等相当額」という。）」に改め，「同項第１号」の次

に「及び第２号」を加え，「「価額」とあるのは「価額の２分の１に相当する額」と，同項第２

号中「普通交通機関等」とあるのは「新幹線鉄道等」と，「運賃等の」とあるのは「特別料金等

の額の２分の１に相当する」」を「同項第２号中「運賃等」とあるのは「特別料金等」」に改

め，同条第４項を次のように改める。 

４ 高速自動車国道その他の有料の道路の利用に当たり，有料道路自動料金収受システムを利用

する職員について条例第 13条第３項第１号の額を算出する場合は，割引前の特別料金に組合

長が定める割合を乗じて得た額を基礎とする。 

 第 31 条の４第１項中「各号に掲げる」を「に規定する」に，「当該各号」を「同項」に，

「及び」を「，第 31 条の６第２項第２号及び」に改め，同条第２項中「離職」の次に「（職員

が離職の日又はその翌日（当該翌日が組合の休日を定める条例（平成元年組合条例第７号）第１

条第１項に規定する組合の休日に当たるときは，当該翌日後において当該翌日に最も近い組合の

http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1743129964690&memoWin=true&_=1743130582267
http://srb.legal-square.com/HAS-Shohin/jsp/JobunPrint?outputid=1743129964690&memoWin=true&_=1743130582267
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休日でない日を含む。）に新たに給料表の適用を受けることとなる場合の離職を除く。以下同

じ。）を」を加え，同条第３項を次のように改める。 

３ 第 13条第５項の規則で定める通勤手当は，1箇月当たりの運賃等相当額等（第 30 条第３号

に掲げる職員に係るものを除く。），条例第 13条第２項第２号に定める額（第 30条第２号に

掲げる職員に係るものを除く。）及び特別料金等相当額をその支給単位期間の月数で除して得

た（新幹線鉄道等が２以上ある場合においては，その合計額）の合計額（第 31条の６第２項

において「１箇月当たりの通勤手当算出基礎額」という。）が 150,000円を超えるときにおけ

る通勤手当とし，条例 13条第５項の規則で定める期間は，その者の当該通勤手当に係る支給

単位期間のうち最も長い支給単位期間とする。 

 第 31 条の６第１項中「第５項」を「第６項」に改め，同条第２項中「普通交通機関等に係る

通勤手当に係る」を削り，「第５項」を「第６項」に改め，同項第１号中「運賃等相当額等」を

「通勤手当算出基礎額」に，「55,000 円」を「150,000 円」に，「普通交通機関等（」を「普通

交通機関等又は新幹線鉄道等（」に，「全ての普通交通機関等」を「すべての普通交通機関等及

び新幹線鉄道等」に，「運賃等の」を「運賃等及び特別料金等の」に改め，同項第２号を次のよ

うに改める。 

 ⑵ １箇月当たりの通勤手当算出基礎額が 150,000 円を超えていた場合 150,000 円に事由発

生月の翌月から支給単位期間等に係る最後の月までの月数を乗じて得た額又は前項各号に掲

げる事由に係る普通交通機関等及び新幹線鉄道等についての払戻金相当額の合計額並びに組

合長の定める額の合計額のいずれか低い額（事由発生月が支給単位期間に係る最後の月であ

る場合にあっては，零） 

 第 31 条の６中第３項を削り，同条第４項中「第５項」を「第６項」に，「前２項」を「前

項」に改め，「においては，」の次に「組合長の定めるところにより」を加え，同項を同条第３

項とする。 

 第 31 条の７第１項中「第６項」を「第７項」に改め，同項第１号中「新幹線鉄道等に係る通

勤手当」を「新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当」に改める。 

 第 59 条第１号中「６月に支給する場合においては 100分の 205」を「100 分の 315」に，

「100 分の 245），12月に支給する場合においては 100 分の 215（特定幹部職員にあっては 100

分の 255）」を「100 分の 375）」に改め，同条第 2号中「６月に支給する場合においては 100

分の 97.5」を「100分の 150」に，「100 分 117.5），12月に支給する場合においては 100 分の

102.5（特定幹部職員にあっては 100分の 122.5）」を「100 分の 180）」に改める。 

 様式第１号（第８条関係）中「，婚姻，出生，満 60歳以上等」を「，出生，離職，満 60 歳以

上等」に，「，離婚，死亡等」を「，死亡，就職等」に改める。 

 様式第５号（第 23 条関係）中 

  「３「通勤方法の別」欄には，通勤の順路に従い徒歩， 

     自動車，〇〇線等の別を記入する。       」 を 

  「３「通勤方法の別」欄には，通勤の順路に従い徒歩，自 

     自転車，自動車，〇〇線等の別を記入する。   」 に 
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 改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

 （切替日前から引き続き支給されている通勤手当に関する経過措置） 

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き職員（職員の給与に関す

る条例等の一部を改正する条例（令和７年組合条例第６号。）第１条の規定による改正前の職

員の給与に関する条例（昭和 50年組合条例第 14号。以下この項において「改正前の給与条

例」という。）第 13 条第２項第１号に規定する 1箇月当たりの運賃等相当額（この規則によ

る改正前の職員の給与に関する規則（昭和 50 年組合規則第７号。以下この項において「改正

前の給与規則」という。）第 30条第３号に掲げる職員に係るものを除き，２以上の普通交通

機関等（改正前の給与規則第 26条に規定する普通交通機関等をいう。第１号において同

じ。）を利用するものとして通勤手当を支給される場合にあっては，その合計額。以下この項

及び次項において「改正前の 1箇月当たりの運賃等相当額」という。），同項第２号に規定す

る額（改正前の給与規則第 30条第２号に掲げる職員に係るものを除く。），改正前の給与条

例第 13条第３項第１号に規定する特別料金等の額をその支給単位期間（同条第 6項に規定す

る支給単位期間という。次項において同じ。）の月数で除して得た額（２以上の新幹線鉄道等

（同条第３項に規定する新幹線鉄道等をいう。）を利用するものとして通勤手当を支給される

場合にあっては，その合計額。次項第２号において「改正前の 1箇月当たりの特別料金等相当

額」という。））に支給されている通勤手当のうち次の各号に掲げるもの（施行日の前日及び

施行日を含む支給単位期間等（改正前の給与規則第 31条の４に規定する支給単位期間等をい

う。）に係るものに限る。）については，なお従前の例による。 

 ⑴ 普通交通機関等に係る通勤手当（改正前の 1箇月当たりの運賃等相当額が 55,000円を超

える場合のものに限る。） 

 ⑵ 改正前の給与条例第 13条第３項第 1号に規定する新幹線鉄道等に係る通勤手当 

３ 前項の規定によりなお従前の例によることとされた通勤手当を支給されている職員には，当

該通勤手当が支給されている間，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，各月における当該各号

に定める額（１円未満の端数がある場合にあってはその端数を切り捨てた額とし，当該各号に

掲げる場合のいずれかにも該当する場合にあっては当該各号に定める額の合計額とする。）

を，支給単位期間を１箇月とする通勤手当として支給する。 

 ⑴ 前項第１号に掲げる通勤手当を支給されている場合 改正前の 1箇月当たりの運賃等相当

額から 55,000 円を減じて得た額 

 ⑵ 前項第２号に掲げる通勤手当を支給されている場合 改正前の 1箇月当たりの特別料金等

相当額から当該 1 箇月当たりの特別料金等相当額の２分の１に相当する額（その額が

20,000円（改正前の給与条例第 13条第３項第１号に規定する高速自動車国道その他の有料

の道路の利用に係る実情を考慮して規則で定める場合にあっては，25,000 円以下，同

じ。）を超える場合にあっては，20,000円）を減じて得た額 
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 （経過措置） 

４  この規則の施行の日前に作成した様式第１号及び様式第５号の用紙は，同日以後において

も，当分の間，所要の補正を行い，使用することができる。 

 （その他） 

５ 附則第２項から前項までに定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，別に組

合長が定める。 

 

  



 

- 7 -  

職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第７号 

職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則の 

一部を改正する規則 

 職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則（昭和50年組合規則第８号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第６及び別表第６の２を次のように改める。 

 別表第６（第11条関係） 

  昇格時号給対応表 

昇格した日の前日
に受けていた号給 

昇格後の号給 

2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

1 1 1 1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 1 1 1 

6 1 1 1 1 1 1 1 

7 1 1 1 1 1 1 1 

8 1 1 1 1 1 1 1 

9 1 1 1 1 1 1 1 

10 1 1 1 2 1 1 1 

11 1 1 1 3 1 1 1 

12 1 1 1 4 1 1 1 

13 1 1 1 5 1 1 2 

14 1 1 1 6 2 1 2 

15 1 1 1 7 3 1 2 

16 1 1 1 8 4 1 2 

17 1 1 1 9 5 1 2 

18 1 1 1 10 6 2 3 

19 1 1 1 11 7 3 3 

20 1 1 1 12 8 4 3 

21 1 1 1 13 9 5 3 

22 1 2 2 14 10 5 4 



 

- 8 -  

23 1 3 3 15 11 6 4 

24 1 4 4 16 12 6 4 

25 1 5 5 17 13 7 4 

26 1 6 6 18 14 7 4 

27 1 7 7 19 15 8 4 

28 1 8 8 20 16 8 4 

29 1 9 9 21 17 9 5 

30 1 10 10 22 18 9 5 

31 1 11 11 23 19 10 5 

32 1 12 12 24 20 10 5 

33 1 13 13 25 21 11 5 

34 2 14 14 26 22 11 5 

35 3 15 15 27 23 12 5 

36 4 16 16 28 24 12 5 

37 5 17 17 29 25 13 5 

38 6 18 18 30 26 13 5 

39 7 19 19 31 27 13 5 

40 8 20 20 32 28 13 5 

41 9 21 21 33 29 14 5 

42 10 22 22 34 29 14 5 

43 11 23 23 35 30 14 5 

44 12 24 24 36 30 14 5 

45 13 25 25 37 31 15 5 

46 14 26 26 38 31 15 
 

47 15 27 27 39 32 15 
 

48 16 28 28 40 32 15 
 

49 17 29 29 41 33 15 
 

50 18 30 30 42 33 15 
 

51 19 31 31 43 34 15 
 

52 20 32 32 44 34 15 
 

53 21 33 33 45 35 15 
 

54 21 33 34 46 35 15 
 

55 22 34 35 47 36 15 
 

56 22 34 36 48 36 15 
 

57 23 35 37 49 37 15 
 

58 23 35 37 50 37 15 
 

59 24 36 37 51 38 15 
 

60 24 36 38 52 38 15 
 

61 25 37 38 53 38 15 
 

62 25 38 38 54 38 15   

63 26 39 39 55 38 15   

64 26 40 39 56 38 15   

65 27 41 39 57 38 15   

66 27 41 40 58 38 16   

67 28 42 40 59 38 16   
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68 28 42 40 60 38 16   

69 29 43 41 60 39 16   

70 29 43 41 60 39 16   

71 29 44 41 60 39 16   

72 30 44 42 60 39 16   

73 30 45 42 61 39 17   

74 30 45 42 61 39 
 

  

75 31 45 43 61 39 
 

  

76 31 45 43 61 39 
 

  

77 31 45 43 61 39 
 

  

78 32 46 44 62 39 
 

  

79 32 46 44 62 39 
 

  

80 32 46 44 62 39 
 

  

81 33 46 45 63 40 
 

  

82 33 46 45 64 40 
 

  

83 33 47 45 65 40 
 

  

84 34 47 45 66 40 
 

  

85 34 47 46 67 41 
 

  

86 34 47 46 67 
 

    

87 35 47 46 68 
 

    

88 35 48 46 68 
 

    

89 35 48 47 69 
 

    

90 36 48 47 70 
 

    

91 36 48 47 71 
 

    

92 36 48 47 72 
 

    

93 37 49 47 73 
 

    

94   49 47 
 

      

95   49 47 
 

      

96   49 48 
 

      

97   49 48 
 

      

98   50 48 
 

      

99   50 48 
 

      

100   50 48 
 

      

101   50 48 
 

      

102   50 48         

103   51 49         

104   51 49         

105   51 49         

106   51 49         

107   51 49         

108   52 49         

109   52 49         

110   52 
 

        

111   52 
 

        

112   52 
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113   52 
 

        

114   52           

115   52           

116   52           

117   53           

118   53           

119   53           

120   53           

121   53           

122   53           

123   53           

124   53           

125   53           

 

 別表第６の２ (第12条関係) 

  降格時号給対応表 

降格した日の前日
に受けていた号給 

降格後の号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

1 33 21 21 9 13 17 12 

2 33 22 22 10 14 18 17 

3 33 23 23 11 15 19 21 

4 34 24 24 12 16 20 28 

5 35 25 25 13 17 22 45 

6 36 26 26 14 18 24 45 

7 38 27 27 15 19 26 45 

8 39 28 28 16 20 28 45 

9 41 29 29 17 21 30 45 

10 42 30 30 18 22 32  

11 43 31 31 19 23 34  

12 44 32 32 20 24 36  

13 45 33 33 21 25 40  

14 46 34 34 22 26 44  

15 47 35 35 23 27 65  

16 48 36 36 24 28 65  

17 49 37 37 25 29 65  

18 50 38 38 26 30 65  

19 51 39 39 27 31 65  

20 52 40 40 28 32 65  

21 54 41 41 29 33 65  

22 56 42 42 30 34 65  

23 58 43 43 31 35 65  

24 60 44 44 32 36 65  

25 62 45 45 33 37 65  

26 64 46 46 34 38 65  
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27 66 47 47 35 39 65  

28 68 48 48 36 40 65  

29 71 49 49 37 42 65  

30 74 50 50 38 44 65  

31 77 51 51 39 46 65  

32 80 52 52 40 48 65  

33 83 54 53 41 50 65  

34 86 56 54 42 52 65  

35 89 58 55 43 54 65  

36 92 60 56 44 56 65  

37 93 61 59 45 58 65  

38 93 62 62 46 68 65  

39 93 63 65 47 80 65  

40 93 64 68 48 84 65  

41 93 66 71 49 85 65  

42 93 68 74 50 85 65  

43 93 70 77 51 85 65  

44 93 72 80 52 85 65  

45 93 77 84 53 85 65  

46 93 82 88 54 85    

47 93 87 95 55 85    

48 93 92 102 56 85    

49 93 97 109 57 85    

50 93 102 109 58 85    

51 93 107 109 59 85    

52 93 116 109 60 85    

53 93 125 109 61 85    

54 93 125 109 62 85    

55 93 125 109 63 85    

56 93 125 109 64 85    

57 93 125 109 65 85    

58 93 125 109 66 85    

59 93 125 109 67 85    

60 93 125 109 72 85    

61 93 125 109 77 85    

62 93 125 109 80 85     

63 93 125 109 81 85     

64 93 125 109 82 85     

65 93 125 109 83 85     

66 93 125 109 84 85     

67 93 125 109 85 85     

68 93 125 109 85 85     

69 93 125 109 85 85     

70 93 125 109 85 85     

71 93 125 109 85 85     
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72 93 125 109 85 85     

73 93 125 109 85 85     

74 93 125 109 85      

75 93 125 109 85      

76 93 125 109 85      

77 93 125 109 86      

78 93 125 109 87      

79 93 125 109 88      

80 93 125 109 89      

81 93 125 109 90      

82 93 125 109 91      

83 93 125 109 92      

84 93 125 109 93      

85 93 125 109 93      

86 93 125 109        

87 93 125 109        

88 93 125 109        

89 93 125 109        

90 93 125 109        

91 93 125 109        

92 93 125 109        

93 93 125 109        

94 93 125          

95 93 125          

96 93 125          

97 93 125          

98 93 125          

99 93 125          

100 93 125          

101 93 125          

102 93 125           

103 93 125           

104 93 125           

105 93 125           

106 93 125           

107 93 125           

108 93 125           

109 93 125           

110 93            

111 93            

112 93            

113 93            

114 93             

115 93             

116 93             
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117 93             

118 93             

119 93             

120 93             

121 93             

122 93             

123 93             

124 93             

125 93             

備考 

      １ これらの表の降格後の号給欄中「１級」等とあるのは，その者が降格した職務

の級を示す。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）に昇格又は降格した職員については，当該昇

格又は降格がないものとした場合にその者が切替日に受けることとなる号給を切替日の前日に

受けていたものとみなして組合職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則第11条又は第12条の

規定を適用する。 

３ 前項に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，組合長が定める。 
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職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第８号 

職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の旅費に関する規則（昭和50年組合規則第９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条を次のように改める。 

 （旅行命令の変更等を受けた場合等における旅費） 

第２条 条例第３条第５項に規定する規則で定める場合は，同条第２項及び第４項の規定により

旅費の支給を受けることができる者が，傷病その他やむを得ない事情により旅行を中止し，又

は変更した場合とする。 

２ 条例第３条第５項に規定する規則で定めるものは，条例第25条第２項の規定により旅費を支

給する場合を除くほか，次に掲げる金額とする。 

 (1) 鉄道賃，船賃，航空賃及びその他の交通費については，条例第13条第１項各号，第14条第

１項各号，第15条第１項各号及び第16条各号に掲げる各費用について，当該各条及び条例第

７条の規定により計算した額と現に支払った額で所要の払戻手続をとったにもかかわらず払

戻しを受けることができない額又は所要の取消手続をとったにもかかわらずなお支払う必要

がある額を比較し，当該費用ごとのいずれか少ない額を合計した額 

 (2) 宿泊費，包括宿泊費及び渡航雑費については，当該各種目について条例第７条並びに第17

条，第18条及び第20条の規定により計算した額と現に支払った額で所要の払戻手続をとった

にもかかわらず払戻しを受けることができない額又は所要の取消手続をとったにもかかわら

ずなお支払う必要がある額を比較し，当該種目ごとのいずれか少ない額を合計した額 

 (3) 前２号に掲げる金額のほか，手数料その他の旅行命令の変更等に伴い支給する必要がある

ものとして旅行命令権者が認めた額 

 第３条の見出しを「（旅費額を喪失した場合における旅費）」に改め，同条第１項を次のよう

に改める。 

  条例第３条第６項に規定する規則で定める事情は，交通事故その他の条例第３条第６項に規

定する者の責めに帰することができない事情とする。 

 第３条第２項中「の規定により支給する旅費の額」を「に規定する規則で定める金額」に改

め，ただし書を削る。 

 第３条第２項第１号中「機関」を「手段」に，「等の切符類」を「及び航空券等」に，「以下
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この条」を「次号」に，「以降」を「以後」に，「の条例」を「条例」に改め，同項第２号中

「旅費の額」を「旅費額」に改め，「（切符類については，購入金額のうち，未使用部分に相当

する金額）」を削る。 

 第４条及び第５条を次のように改める。 

 （旅行命令票の記載事項等） 

第４条 条例第４条第６項に規定する旅行命令票の記載事項は，命令年月日，所属課，旅行者職

氏名，用務，用務先，経路及び旅行期間とする。 

２ 概算払及び精算払の支給を行った場合には，前項に定める事項のほか，旅行命令票に支給年

月日及び支給額を記載する。 

３ 旅行命令等の変更をする場合には，前２項に定める事項のほか，旅行命令票に旅行命令等の

変更の事実及び変更前の旅行命令等の命令年月日を記載する。 

 （請求書及び必要な資料の種類並びに記載事項） 

第５条 条例第12条第１項に規定する請求書の種類は，次に掲げるものとする。 

 (1) 次号に規定する旅費以外の旅費（次項を除く。）を請求する場合には，請求書（内国旅

行） 

 (2) 外国旅行に係る旅費を請求する場合には，請求書（外国旅行） 

２ 条例第12条第１項に規定する請求書に記載すべき事項は，別表第１の左欄に掲げる請求書の

区分ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる事項及び別表第２の左欄に掲げる種目の区分ごとにそ

れぞれ同表の右欄に掲げる事項とする。 

３ 条例第12条第１項に規定する請求書に添付すべき資料は，別表第３に掲げる資料とする。 

 第７条から第10条までを次のように改める。 

 （給与の種類） 

第７条 条例第12条第４項及び第27条第３項に規定する給与は，職員の給与に関する条例（昭和

50年組合条例第14号。以下「給与条例」という。）に規定する給与とする。 

 （鉄道賃に係る鉄道） 

第８条 条例第13条第１項に規定する規則で定めるものは，次に掲げるものとする。 

 (1) 鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道に

類するもの 

 (2) 軌道法（大正10年法律第76号）第１条第１項に規定する軌道に類するもの 

 （船賃に係る船舶） 

第９条 条例第14条第１項に規定する規則で定めるものは，海上運送法（昭和24年法律第187

号）第２条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶に類するものとする。 

 （航空賃に係る航空機） 

第10条 条例第15条第１項に規定する規則で定めるものは，航空法（昭和27年法律第231号）第

２条第18項に規定する航空運送事業の用に供する航空機に類するものとする。 

 第10条の次に次の８条を加える。 

 （その他の交通費） 
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第11条 条例第16条第１項第４号に規定する規則で定める費用は，１キロメートルあたり37円と

する。 

 （宿泊費基準額等） 

第12条 条例第17条に規定する規則で定める場合は，現に支払った費用の額が宿泊費基準額を超

える場合であって，旅行命令権者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときとする。 

 (1) 公務の円滑な運営上の支障のない範囲及び条件において検索し，その結果から最も安価な

宿泊施設を選択するとき。 

 (2) その他旅行命令を発した時には通常予見することができない事情があったとき。 

 （宿泊手当の細則） 

第13条 宿泊手当の額は，条例及びこの規則の規定により支給される宿泊費又は包括宿泊費につ

いて次の各号に掲げる場合に該当するときは，条例第19条の規定にかかわらず，当該各号に掲

げる額とする。 

 (1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 宿泊手当の定額の３

分の２の額 

 (2) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 宿泊手当の定額の３分の１の額 

２ 移動中に宿泊する場合であって，条例及びこの規則の規定により支給される鉄道賃，船賃，

航空賃又はその他の交通費（包括宿泊費のうちこれらに相当するものを含む。）に食費に相当

するものが含まれる場合には，宿泊手当の額は，条例第19条及び前項の規定にかかわらず，宿

泊手当の定額の３分の１の額とする。 

３ 旅行者が，旅行中自宅（住所又は居所若しくはこれに相当する場所をいう。）に宿泊する場

合には，条例第19条及び前２項の規定にかかわらず，宿泊手当は支給しない。 

 （渡航雑費の細則） 

第14条 条例第20条に規定する規則で定める費用は，次に掲げる費用（公務のために特に必要と

するものに限る。）とする。 

 (1) 保険料 

 (2) 健康診断その他の医療機関での受診に係る費用 

 (3) 条例第20条に規定する費用に類する又は付随する費用 

 （退職者等の旅費の細則） 

第15条 条例第22条第１項に規定する規則で定める旅費は，次に掲げる旅費とする。 

 (1) 条例第３条第２項第１号の規定により旅費を支給する場合には，出張の例に準じ，退職等

の日にいた地から旧在勤公署に旅行するものとして計算した旅費 

 (2) 条例第３条第２項第４号の規定により旅費を支給する場合には，出張の例に準じ，出張地

から本邦内の地に旅行するものとして計算した旅費 

２ 前項第２号の規定に該当する場合を除くほか，職員が外国旅行中において退職等となった場

合において条例第３条第２項第４号の規定により支給する旅費は，前項第２号の規定に準じて

組合長が定めるものとする。 

 （遺族等の旅費の細則） 
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第16条 条例第23条に規定する規則で定める旅費は，次に掲げる旅費とする。 

 (1) 職員が条例第３条第２項第２号の規定に該当する場合において，同号の規定により旅費を

支給するときは，出張の例に準じ，職員が遺族の居住地（外国在住の遺族の場合には，本邦

における外国からの到着地）と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費 

 (2) 条例第３条第２項第３号の規定により旅費を支給する場合には，出張の例に準じ，職員が

遺族の居住地から帰住地（外国に帰住する場合には，本邦における外国への出発地）に旅行

するものとして計算した旅費（宿泊費及び包括宿泊費を除く。） 

 (3) 条例第３条第２項第５号の規定により支給する旅費は，出張の例に準じ，職員が遺族の居

住地と死亡地との間を往復するものとして計算した旅費 

２ 遺族が前項第１号から第３号までに規定する旅費の支給を受ける順位は，条例第２条第１項

第６号に掲げる順序により，同順位者がある場合には，年長者を先にする。 

 （通勤手当との調整） 

第17条 旅行者が給与条例第13条に規定する通勤手当又はこれに相当する給与（以下この条にお

いて「通勤手当等」という。）の支給を受けている場合であって，旅行の経路に当該通勤手当

等の区間が含まれるときは，その重複する区間に係る旅費は支給しないものとする。 

 （年度経過等による区分） 

第18条 移動中における年度の経過等のため鉄道賃，船賃，航空賃及びその他の交通費を区分し

て算定する必要がある場合には，年度の経過等の後に最初の目的地に到着するまでの分及びそ

れ以後の分に区分して算定する。 

 別表を次のように改める。 

別表第１（第５条関係） 

   旅費の請求に係る記載事項（請求） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

   備考 条例第３条第５項及び第６項に規定する旅費を請求する場合にあっては，当該旅費

を請求する事由及び旅費の計算に必要な事項を記載するものとする。 

 

 別表第１の次に次の２表を加える。 

 

 

区   分 記載事項 

請求書（内国旅行） 請求者の職氏名 

用務先，用務 

旅行日ごとに出発地，到着地，経路，宿泊地（宿泊した場合に限

る。），種目及びその金額 

請求年月日 

年度，会計区分，請求する金額 

請求書（外国旅行） 請求者の職氏名 

用務先，用務 

旅行期間，経路，種目及びその金額 

請求年月日 

年度，会計区分，請求する金額 
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別表第２（第５条関係） 

   旅費の請求に係る記載事項（種目）   

区   分 記載事項 

１ 鉄道賃 条例第13条第１項各号に掲げる費用の額の合計金額 

２ 船賃 条例第14条第１項各号に掲げる費用の額の合計金額 

３ 航空賃 条例第15条第１項各号に掲げる費用の額の合計金額 

４ その他の交通費 路程距離（条例第16条第１項第４号に掲げる移動を行った場合に限る。） 

条例第16条第１項各号に掲げる費用の合計金額 

５ 宿泊費 夜数及び金額 

６ 包括宿泊費 夜数及び金額 

７ 宿泊手当 夜数及び定額 

８ 渡航雑費 金額 

９ 死亡手当 定額 

 

別表第３（第５条関係） 

   請求書に添付する資料 

   

区   分 添付する資料 

１ 船賃 条例第14条第１項第１号に掲げる

運賃（運賃の等級が区分された船

舶による移動に限る。） 

運賃の等級及び額を証明するに足る資料 

その支払を証明するに足る資料 

条例第14条第１項第２号から第５

号までに掲げる費用 

その支払を証明するに足る資料 

２ 航空賃 条例第15条第１項第１号に掲げる

運賃 

運賃の等級及び額を証明するに足る資料 

その支払を証明するに足る資料 

条例第15条第１項第２号及び第３

号に掲げる費用 

その支払を証明するに足る資料 

３ その他の交通費(条例第16条第１項第１号

又は第４号に掲げる移動を行った場合を除

く。) 

その支払を証明するに足る資料 

４ 宿泊費 その支払を証明するに足る資料 

５ 包括宿泊費 その支払を証明するに足る資料 

その移動に係る交通費の内容を証明するに足る資料 

６ 渡航雑費 その支払を証明するに足る資料 

７ 条例第22条に規定する旅費 請求する種目に相当するものに応じた１項から前項まで

に掲げる資料 

退職等の事由を証明する資料 

所定の期間内に帰住又は退職等に伴う旅行をしたことを

証明するに足る資料 

旅行中に退職等となったことを証明する資料 

８ 条例第３条第２項(第１号及び第４号を除

く。)に係る旅費 

請求する種目に相当するものに応じた１項から６項まで

に掲げる資料 

職員の死亡及びその死亡地を証明する資料 

帰住を証明する資料（遺族が帰住した場合に限る。） 
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遺族であることを証明する資料（請求者が遺族である場

合に限る。） 

９ 条例第３条第５項に係る旅費 損失となる金額又は支出を要する金額を証明するに足る

資料 

旅行命令等の変更，条例第３条第１項，第２項及び第４

項の規定により旅費の支給を受けることができる者の死

亡又は第２条第１項の規定に該当することを証明する資

料 

10 条例第３条第６項に係る旅費 交通機関の事故，天災又は第３条第１項の規定により旅

費額を喪失したことを証明するに足る資料 

喪失額を証明するに足る資料 

11 条例第26条に規定する旅費 請求する種目に相当するものに応じた１項から６項まで

に掲げる資料 

条例第26条の規定に該当することを証明するに足る資料 

 

 様式第１号及び様式第２号を削る。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この規則は，令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の職員の旅費に関する規則（以下「改正後の規則」という。）の規定は，この規則の

施行の日（以下「施行日」という。）以後に職員の旅費に関する条例及び特別職の職員の費用

弁償に関する条例 の一部を改正する条例（令和７年組合条例第７号。以下「改正条例」とい

う。）による改正後の職員の旅費に関する条例（昭和50年組合条例第15号。以下「改正後の条

例」という。）第２条第１項第１号に規定する旅行命令権者が改正後の条例第４条第１項に規

定する旅行命令等を発する旅行及び改正後の条例第３条第４項の規定により 旅費の支給を決

定する旅行について適用し，施行日前に改正条例による改正前の職員の旅費に関する条例（以

下「改正前の条例」という。）第２条第１項第１号に規定する旅行命令権者が改正前の条例第

４条第１項に規定する旅行命令等を発した旅行及び改正前の条例第３条第４項の規定により旅

費の支給を決定した旅行については，なお従前の例による。ただし，施行日前に改正前の条例

第２条第１項第１号に規定する旅行命令権者が改正前の条例第４条第１項に規定する旅行命令

等を発し，かつ，施行日以後に改正後の条例第２条第１項第１号に規定する旅行命令権者が改

正後の条例第４条第３項の規定により当該旅行命令等を変更する旅行については，改正後の規

則の規定は，当該旅行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分について適用し，当該旅行

のうち当該変更の日前の期間に対応する分については，なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第15条及び第16条の規定は，施行日以後に離職若しくは休職となった場合及び

死亡した場合について適用し，施行日前に離職若しくは休職となった場合又は死亡した場合に

ついては，なお従前の例による。 

４ 改正後の規則第２条及び第３条の規定は，改正後の条例第３条第５項及び第６項に規定する

者が同条第１項，第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受けることができる場合につい
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て適用し，改正前の条例第３条第１項， 第２項及び第４項の規定により旅費の支給を受ける

ことができる場合については，なお従前の例による。 
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組合財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第９号 

組合財務規則の一部を改正する規則 

 組合財務規則（昭和50年組合規則第11号）の一部を次のように改正する。 

第56条第１号中「130万円」を「200万円」に改め，同条第２号中「80万円」を「150万円」に

改め，同条第３号中「40万円」を「80万円」に改め，同条第４号中「30万円」を「50万円」に改

め，同条第６号中「50万円」を「100万円」に改める。 

第58条第１号中「内容」を「目的」に改め，同条中第２号を削り，第３号を第２号とし，第４

号を第３号とし，同号の次に次の１号を加える。 

 (4) 契約金額の支払の方法 

第58条第６号中「，損害賠償金」を「その他の損害賠償金」に改め，同条第７号中「瑕疵担保

責任」を「契約不適合責任」に改め，同条中第10号を第11号とし，第９号を第10号とし，第８号

を第９号とし，第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 権利義務の譲渡等の禁止に関する事項 

 様式第27号を次のように改める。 
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様式第 27号（その１） 

契 約 書 

１ 契約の目的 

２ 契約履行場所 

３ 契約履行期間    年 月 日から     年 月 日まで   

４ 契約金額 

５ 契約保証金額 

６ 契約代金の支払方法 

   上記契約事項については「茨城県市町村総合事務組合長」を発注者とし「契約者」を受注

者として「何々」契約を締結する。 

第１条 発注者及び受注者は，この契約書（頭書を含む。）に基づき，仕様書等に従い，日本国

の法令を遵守し，この契約を履行しなければならない。 

第２条 受注者はこの契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継させてはなら

ない。 

第３条 受注者は，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その他日本国の法令に基づき保護され

る第三者の権利の対象となっている構成品等，履行方法等を使用するときは，その使用に関す

る一切の責任を負わなければならない。 

第４条 受注者は，天災その他受注者の責めに帰することができない事由により履行期限内に目

的物を完成することができないときは，その理由を明示した書面により，発注者に履行期限の

延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は，前項の規定による請求があった場合において，必要があると認める時は，履行期

限を延長するものとする。 

第５条 発注者は，契約の適正な履行を確保するため，職員に命じ，又は職員以外の者に委託し

て必要な監督をしなければならない。 

第６条 受注者は，目的物が完成したときは，その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は，前項の規定による通知を受けたときは，通知を受けた日から「何」日以内に受注

者立会いの上，仕様書等に定めるところにより，目的物の完成を確認するための検査を完了

し，当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。 

第７条 受注者は，前条第２項の検査に合格したときは，請負代金の支払いを請求することがで

きる。 

２ 発注者は，前項の規定による請求があったときは，請求を受けた日から「何」日以内に請負

代金を支払わなければならない。 

第８条 受注者が契約の履行期限内に契約を履行しないとき（天災その他避けることのできない

理由により契約の履行期限内に履行ができないと発注者が認めるときを除く。）は，契約の定

めるところにより，遅延日数に応じ契約金額又は未履行部分に相当する金額に財務大臣が定め

る率を乗じて計算した金額を遅延利息として徴収する。ただし，部分払をした場合にあっては

残余の契約金額を算定基準とする。 

第９条 発注者は，受注者が契約期間中に契約を履行しないときは，契約を解除することができ

る。 

第 10 条 発注者は，契約の履行後，速やかに受注者に対し頭書の契約保証金を還付する。 

２ 前条の規定によりこの契約を解除したときは，その契約保証金は発注者に帰属する。 

第 11 条 受注者がこの契約に基づく賠償金，損害金又は違約金を発注者の指定する期日内に支

払わないときは，発注者は，その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負

代金額の支払の日まで財務大臣が定める率を乗じて計算した利息を付した額と，発注者の支払

うべき請負代金額とを相殺し，なお不足があるときは追徴する。 

第 12 条 この契約に定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定

める。 

 

       年  月  日 
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                発注者   住所 

                      氏名          印 

 

                受注者   住所 

                      氏名          印 

 

備考 (1) 契約金額が少額で簡単な工事の請負等の場合にあっては適宜約定条項を省略すること

ができる。 

   (2) 約定事項は(第２条を除く。)契約の内容その他必要に応じ適宜修正の上使用するこ

と。 

  公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和 27年法律第 184 号)の適用を受ける公共工事

において前払金する場合には契約条項中次の規定を設けること。 

第 条 受注者は，公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会

社と，頭書の工事完成の時期を保証期限とする同条第５項に規定する保証契約を締結し，その

保証証書を発注者に寄託して，請負代金の 10 分の３（土木建築に関する工事（土木建築に関

する工事の設計及び調査並びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機会類の

製造を除く。次項において同じ。）については 10 分の４）以内の前払金の支払を発注者に請

求することができる。 

２ 受注者は，前項の規定による前払金の支払を受けた後，保証事業会社と中間前払金に関する

保証契約を締結し，その保証証書を発注者に寄託して請負代金の 10分の２以内の中間前払金

の支払を発注者に請求することができる。ただし，第 条の規定に基づく部分払を請求した後

においては，これを請求することができない。 

第 条 受注者が前払金の支払を受けている場合において発注者が部分払を行うときは，発注者

は，出来高金額の請負金額に対する割合を前払金額に乗じた額を部分払の請求額から減じたも

のを支払う。 

２ 工事等において完成前に出来高部分の部分払をする場合には，契約条項中次の規定を設ける

こと。 

第 条 受注者は，工事完成前に，出来高部分(現場にある検査材料を含む。)に対する請負金額

相当額の 10分の９以内の部分払を請求することができる。 

２ 前項の請求があったときは，発注者は，遅滞なく検査を行い検査の結果を受注者に通知しな

ければならない。 
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様式第 27号(その２) 

契 約 書 

１ 契約の目的 

２ 供給物件の規格品質及び数量 

３ 納入場所 

４ 履行期限及び納入期間 

５ 契約金額 

６ 契約保証金 

７ 契約代金の支払方法 

   上記の契約事項について「茨城県市町村総合事務組合長」を発注者とし「契約者」を受注

者として「何口」契約を締結する。 

第１条 納入物件が頭書の規格及び品質に相違するものと認めたとき，又は期限内に指定の場所

にその数量を納入しないときは，発注者はこの契約を解除することができる。この場合におい

て，受注者は損害賠償の請求等はできない。 

第２条 前条に該当する場合，一部において契約どおり履行済のものがあり発注者がそれを引き

取ったときは，発注者は受注者に対しその数量に相当する代金を支払うものとする。 

第３条 第１条の場合，頭書の規格及び品質に相違する物品を発注者が引き取ったときは，発注

者はそれに見合う額を違約金として受注者から徴収する。 

第４条 受注者が履行期限内に頭書の物件を指定の場所に納入しないときは，発注者は履行期限

の翌日から起算してその経過日数に応じ１日につき契約金額に財務大臣が定める率を乗じて計

算した金額を遅延利息として徴収する。 

  ただし，部分払の場合にあっては残余の契約金額を算定基準とする。 

第５条 受注者が第３条の違約金と第４条の遅延利息を指定期限内に納付しないときは，発注者

は契約代金支払の際にそれに相当する金額を差し引くものとする。 

第６条 契約が履行され，その物件等が引き移されたのち受注者の請求に基づいて発注者は契約

金を支払うと同時に契約保証金を還付する。 

第７条 契約履行後であっても，目的物が契約の内容に適合しないものであることが判明したと

きは，受注者は無償でこれを取替え又は補修するものとする。 

第８条 この契約に定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定め

る。 

 

       年  月  日 

 

                発注者   住所 

                      氏名          印 

              

                受注者   住所 

                      氏名          印 
 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は，令和７年４月１日から施行する。 
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職員の勤務時間に関する条例及び職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例附則

第２項の規定による時間外勤務の制限の請求に関する規則をここに公布する。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第 10号 

職員の勤務時間に関する条例及び職員の休日及び休暇に 

関する条例の一部を改正する条例附則第２項の規定に 

よる時間外勤務の制限の請求に関する規則 

 職員の勤務時間に関する条例及び職員の休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例（令

和７年組合条例第５号。以下「改正条例」という。）附則第２項の規定により，改正条例第１条

の規定による改正後の職員の勤務時間に関する条例（平成 19年組合条例第８号）第７条第２項

の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものであ

って，改正条例の施行の日以後の正規の勤務時間以外の時間における勤務に係るものに限る。）

を行おうとする職員は，同項及び職員の勤務時間に関する規則（平成 19年組合規則第６号）第

11条第１項の規定の例により，当該請求を行うものとする。 

   附 則 

 この規則は，公布の日から施行する。 
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茨総告示第５号  

 

令和６年度補正予算の要領は、次のとおりである。 

 

令和７年３月３１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 
 

記 

 

１ 令和６年度茨城県市町村総合事務組合一般会計補正予算(第１号) 

令和６年度茨城県市町村総合事務組合 

一般会計補正予算(第１号) 

令和６年度茨城県市町村総合事務組合一般会計補正予算(第１号)は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 664,500 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ 16,791,100千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表 

 

令和６年度茨城県市町村総合事務組合 

一般会計歳入歳出予算補正 

 

歳 入 

款 項 既 定 額 補 正 額 計 

 

１負担金 

 千円 

15,670,710 

千円 

635,000 

千円 

16,305,710 

 １退職手当負担金 15,583,780 635,000 16,218,780 

３財産収入  12,090 28,000 40,090 

 １財産運用収入 12,090 28,000 40,090 

６諸収入  8,827 1,500 10,327 

 ２預金利子 220 1,500 1,720 

補 正さ れな かった款 項に 係る 額 434,973  434,973 

歳 入 合 計 16,126,600 664,500 16,791,100 

 

歳 出 

款 項 既 定 額 補 正 額 計 

 

２総務費 

 千円 

183,330 

千円 

△8,500 

千円 

174,830 

 １総務管理費 183,230 △8,500 174,730 

３事業費  
12,697,320 619,000 13,316,320 

 １退職手当給付費 12,282,480 641,000 12,923,480 

 ２消防公務災害補償費 34,030 △9,000 25,030 

 ３消防賞じゅつ金 13,700 △13,000 700 

４積立金  3,223,000 54,000 3,277,000 

 １積立金 3,223,000 54,000 3,277,000 

補正されなかった款項に係る額 22,950   

歳 出 合 計 16,126,600 664,500 16,791,100 
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茨総告示第６号 

 

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例（昭和５０年組合条例第２７号）第６条の

２及び第６条の３の規定に基づき、令和６年４月１９日茨総告示第６号（市町村非常勤職員の公

務災害補償等に関する条例第６条の２及び第６条の３の規定に基づき組合長が最低限度額として

定める額及び最高限度額として定める額）の一部を次のように改正する。 

 

令和７年４月１５日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

表を次のように改める。 

年齢階層 最低限度額 最高限度額 

20 歳未満 5,499 円 13,975 円 

20 歳以上 25 歳未満 6,143 円 13,975 円 

25 歳以上 30 歳未満 6,703 円 15,237 円 

30 歳以上 35 歳未満 7,023 円 18,016 円 

35 歳以上 40 歳未満 7,326 円 20,864 円 

40 歳以上 45 歳未満 7,576 円 22,564 円 

45 歳以上 50 歳未満 7,766 円 23,666 円 

50 歳以上 55 歳未満 7,711 円 25,354 円 

55 歳以上 60 歳未満 7,348 円 26,187 円 

60 歳以上 65 歳未満 6,192 円 22,694 円 

65 歳以上 70 歳未満 4,200 円 17,484 円 

70 歳以上 4,200 円 13,975 円  

   附 則  

この告示による改正後の規定は、令和７年４月１日以後の期間に係る年金たる補償に係る

補償基礎額及び同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額について適用

し、同日前の期間に係る年金たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生じ

た休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例による。 
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茨総告示第８号 

 

令和７年第２回茨城県市町村総合事務組合議会臨時会を次のとおり招集する。 

 

令和７年６月３日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

記 

 

１ 招集の日時 令和７年７月２日（水）午後１時３０分 

２ 招集の場所 茨城県市町村会館 ６階特別会議室 

            水戸市笠原町９７８番２６ 

３ 付議事件 

 ⑴ 議長・副議長の選挙について 

 ⑵ 組合長・副組合長の選挙について 

 ⑶ 監査委員の選任につき同意を求めることについて 

 ⑷ 理事の選任につき同意を求めることについて 

 ⑸ 専決処分の報告について 

 


